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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　媒体を噴射するための噴射弁（１）において、
　出口側（３）に少なくとも１つの噴射口（４）を備えたハウジング（２）と、
　電磁コイル（５）と、
　前記電磁コイル（５）によって直線運動せしめられる磁石可動子（８）と、
　長手方向軸線（１５）に沿って直線運動せしめられ、かつ前記磁石可動子（８）を貫通
して突き出す、前記噴射口（４）を開閉させるためのニードル弁（６）と、
　を有しており、
　前記磁石可動子（８）が第１のストッパと第２のストッパとの間で、前記ニードル弁（
６）に対して直線運動せしめられ、
　前記第２のストッパが、ストッパ面（１７）を備えたストッパ部材（１２）によって形
成されていて、該ストッパ部材（１２）が該ストッパ面（１７）に向き合う対抗面（１９
）を備えた対抗部材（１８）を受けることで、前記磁石可動子（８）の前記ニードル弁（
６）に対する直線運動が規定され、
　前記ストッパ部材（１２）が弾性的に構成されていて、それによって前記対抗面（１９
）が前記ストッパ面（１７）に当接する際に、前記長手方向軸線（１５）と前記ストッパ
面（１７）との間の角度（α）が変化し、
　前記電磁コイル（５）が励磁された時又は直後に、前記磁石可動子（８）が、前記対抗
面（１９）と前記ストッパ面（１７）との接触が完全に解放されつつ、前記第１のストッ
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パに向かう方向に移動する、
　噴射弁。
【請求項２】
　前記ストッパ部材（１２）が前記ニードル弁（６）に結合されていて、前記対抗部材（
１８）が前記磁石可動子（８）に結合されていることを特徴とする、
　請求項１に記載の噴射弁。
【請求項３】
　前記長手方向軸線（１５）と前記ストッパ面（１７）との間の前記角度（α）が、前記
ストッパ面（１７）と前記対抗面（１９）とが接触しない状態で、少なくとも部分的に９
０°より小さく、前記角度（α）が、前記ストッパ面（１７）の、前記対抗面（１９）に
面した側において規定されていることを特徴とする、
　請求項１または２に記載の噴射弁。
【請求項４】
　前記角度（α）が、前記ストッパ面（１７）と前記対抗面（１９）とが接触しない状態
で、最大で８９．９９°であることを特徴とする、
　請求項３に記載の噴射弁。
【請求項５】
　前記対抗面（１９）が前記ストッパ面（１７）に当接することによって、前記角度（α
）が、少なくとも０．０１°だけ弾性的に変形せしめられることを特徴とする、
　請求項１から４のいずれか１項に記載の噴射弁。
【請求項６】
　前記ストッパ面（１７）が、内側区分（２３）と外側区分（２４）とに分割されており
、前記内側区分（２３）が、前記外側区分（２４）よりも、前記長手方向軸線（１５）に
より近い位置にあり、前記角度（α）が、前記ストッパ面（１７）と前記対抗面（１９）
とが接触しない状態で、前記内側区分（２３）におけるよりも、前記外側区分（２４）に
おいてより小さく、前記角度（α）が、前記ストッパ面（１７）の、前記対抗面（１９）
に面した側において規定されていることを特徴とする、
　請求項１から５のいずれか１項に記載の噴射弁。
【請求項７】
　前記内側区分（２３）が、前記ストッパ面（１７）と前記対抗面（１９）とが接触しな
い状態で、前記対抗面（１９）に対して平行であるか、または前記対抗面（１９）に対し
て傾斜されているか、または凹状であることを特徴とする、
　請求項６に記載の噴射弁。
【請求項８】
　前記ストッパ部材（１２）の、前記ストッパ面（１７）を基準とする前記対抗面（１９
）の反対側の面（２１）が、少なくとも部分的に前記ストッパ面（１７）に対して傾斜し
ていて、および／または少なくとも部分的に前記ストッパ面（１７）に対して平行、およ
び／または少なくとも部分的に凹状に構成されていることを特徴とする、
　請求項１から７のいずれか１項に記載の噴射弁。
【請求項９】
　前記ストッパ部材（１２）が、少なくとも１つの環状の溝（２２）を有していることを
特徴とする、
　請求項１から８のいずれか１項に記載の噴射弁。
【請求項１０】
　前記第１のストッパが、前記ニードル弁（６）に設けられたリング（１０）または段部
によって形成されていることを特徴とする、
　請求項１から９のいずれか１項に記載の噴射弁。
【請求項１１】
　前記噴射弁は燃料を燃焼室内に噴射するための噴射弁であることを特徴とする、
　請求項１から１０のいずれか１項に記載の噴射弁。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、媒体を噴射するための、特に燃料を燃焼室内に噴射するための噴射弁に関す
る。この場合、噴射プロセスは、通路噴射式または直接噴射式として構成されていてよい
。
【背景技術】
【０００２】
　従来技術によれば、ガソリンを噴射するための、ニードル弁を備えた弁が開示されてお
り、このニードル弁は、所望の燃料量が適切に燃焼室内に直接供給されるように、アクチ
ュエータ例えば電磁石または圧電調整器によって閉鎖ばねに向かって移動せしめられる。
本発明においては、磁石可動子がニードル弁から分離されている噴射弁が考慮される。噴
射弁の開放時に、磁石可動子は、ニードル弁に存在する下側のストッパ（第２のストッパ
）から迅速に離れて、可動子フリーストロークを迅速に通過し、上側のストッパ（第１の
ストッパ）に当接して弁を迅速に開放するようにしなければならない。弁への給電が終了
すると、ニードル弁は再び閉鎖する。磁石可動子は、ニードル弁が弁座を再び閉鎖した後
で、下側のストッパに当接するまでその運動を継続する。可動子は、その非作動位置に再
び達するまで、下側のストッパによって何回か跳ね返される。磁石可動子が再びその非作
動位置に戻るまでの時間は、連続的に行われる噴射を高い精度で迅速に停止させる弁の能
力のために決定的に重要である。一般的な形式で、下側のストッパに、つまりニードル弁
における磁石可動子と対応するストッパスリーブとの間に、圧着ギャップが形成されてい
る。この圧着ギャップ内で、噴射しようとする媒体が圧着されるので、閉鎖時に磁石可動
子が減衰され、迅速に非作動位置に戻される。しかしながら圧着ギャップは、開放時に運
動を減衰することによって、迅速な開放を妨げる。従って、このような圧着ギャップは、
妥協案として、磁石可動子が十分迅速に弁を開放し、十分迅速に再び非作動位置に戻され
るように、設計されなければならない。
【発明の概要】
【０００３】
　請求項１の特徴を有する本発明による噴射弁は、磁石可動子をより良好に減衰し、それ
によって磁石可動子を、噴射弁の閉鎖時に、従来よりも迅速にその非作動位置へ戻すこと
ができる。それと同時に、本発明によれば、噴射弁の開放時に減衰が低下され、それによ
って噴射弁がより迅速に開放する。詳しく言えば、これによって、噴射弁の開放時に次の
利点が得られる。磁石可動子は、従来よりも迅速にニードル弁から離れ、それによって弁
のダイナミックスが高められ、ひいては機能が改善される。開放のために必要な力は減少
され、それによって、噴射弁の消費電流、ひいては車両の全エネルギ需要が低下する。従
って、車両の燃料消費は低減する。噴射弁の閉鎖時に次の利点が得られる。磁石可動子の
運動は、従来よりも強く減衰される。それによって磁石可動子は、従来よりも早期に非作
動位置に達し、それによって、短時間で連続する噴射を高い再現精度で停止させることが
できる。本発明の噴射弁によって、少ない排出有害物質および少ない燃料消費による燃焼
を可能にする新たな噴射方式が可能である。噴射弁の閉鎖時における改善された減衰は、
磁石可動子のパルスがニードル弁に伝達されることによって発生する騒音を低下させる。
これらすべての利点は、出口側に少なくとも１つの噴射口を備えたハウジングと、電磁コ
イルと、この電磁コイルによって直線運動せしめられる磁石可動子とを有する、本発明の
噴射弁によって得られる。さらに、この噴射弁はニードル弁を有している。このニードル
弁は、少なくとも１つの噴射口を開閉させるために用いられる。このニードル弁は長手方
向軸線に沿って延在していて、直線的に運動可能である。磁石可動子内に貫通孔が形成さ
れている。この貫通孔内にニードル弁が差し込まれている。この場合、磁石可動子は、第
１のストッパと第２のストッパとの間で、ニードル弁に対して直線的に可動である。これ
によって、ダブルマスシステムが得られる。第１のストッパは、磁石可動子の、出口とは
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反対側に形成されている。例えば第１のストッパは、ニードル弁に設けられたリングによ
って形成されている。第２のストッパは、磁石可動子の、出口に面した側に形成されてい
る。本発明によれば、第２のストッパは、ストッパ部材と対抗部材とによって形成されて
いる。第２のストッパにおいて、ストッパ部材と対抗部材とが互いに当接し合う。このた
めに、ストッパ部材はストッパ面を有している。対抗部材に、ストッパ面に向き合う対抗
面が形成されている。ストッパ面と対抗面とは、第２のストッパにおいて互いにぶつかり
合う。ストッパ部材は弾性的に構成されているので、対抗面とストッパ面とがぶつかり合
うと、長手方向軸線とストッパ面との間の角度が変化する。特に、ストッパ面は、ストッ
パ部材と対抗部材とが接触する前後に、対抗部材に向かって傾斜されている。対抗部材と
ストッパ部材とが互いにぶつかると直ちに、ストッパ部材は弾性的に変形せしめられ、そ
れによってストッパ面と対抗面との間のスペースは縮小する。ストッパ部材が本発明に従
って弾性的に構成されていることによって、ストッパ面と対抗面との間の圧着ギャップお
よび絞り流は、ストッパ面と対抗面とが互いに接近し合う運動および互いに離れる運動を
行う際に変化する。これによって、噴射弁の開閉時における減衰は、非常に精確に調節さ
れ得る。
【０００４】
　従属請求項には、本発明の好適な実施態様が記載されている。
【０００５】
　好適には、ストッパ部材はニードル弁に堅固に結合されている。相応に、対抗部材が磁
石可動子に配置されている。この場合、対抗部材は特に磁石可動子の一体的な構成部分で
ある。最も簡単な場合、対抗面は、ストッパ面に面した、磁石可動子の側面である。選択
的な構成によれば、ストッパ部材は磁石可動子に堅固に結合されていてよい。この場合、
対抗部材はニードル弁に堅固に結合されている。重要なことは、第２のストッパにおける
、互いに向き合う２つの面のうちの少なくとも一方が弾性的に構成されている、というこ
とである。この少なくとも１つの弾性的な面は、本出願の枠内でストッパ面と称呼される
。
【０００６】
　好適には、ストッパ部材または対抗部材は、ニードル弁内に組み込まれている。選択的
に、ストッパ部材または対抗部材は磁石可動子内に組み込まれている。
【０００７】
　さらに好適には、長手方向軸線とストッパ面との間の角度は、ストッパ面と対抗面とが
接触しない状態で、少なくとも部分的に９０°より小さい。この角度は、ストッパ面の、
対抗面に面した側において規定されている。つまり、９０°より小さい角度によって規定
されて、ストッパ面は対抗面に向かって傾けられている、ということである。この場合、
ストッパ面が、相応の角度の部分的な傾斜を有しているだけで、十分である。対抗面がス
トッパ面に当接している間、ストッパ面は変形されるので、前記角度は拡大する。
【０００８】
　ストッパ面と対抗面とが互いに離れる際に、つまり噴射弁の開放時に、ストッパ部材は
再び緩み、それによって前記角度は再び縮小する。角度の、このような構成によって、噴
射弁の開放時に、絞り流だけが磁石可動子の運動を減衰するが、圧着ギャップが磁石可動
子の運動を減衰することはない。対抗面とストッパ面とが例えば互いに離れる運動を行う
と直ちに、ストッパ部材は緩み、それによってストッパ面が対抗面に向かって傾く。従っ
て、ストッパ面と対抗面とは、もはや互いに平行ではなく、圧着ギャップは存在しない。
絞り流だけが、つまり、ストッパ面と対抗面との間の領域から流れ出る、噴射しようとす
る媒体の流れだけが、磁石可動子の開放運動を減衰する。
【０００９】
　噴射弁の閉鎖時に、ストッパ面と対抗面とは、互いに接近する運動を行う。この場合、
最初は、ストッパ面が対抗面に向かって傾いているので、ストッパ面と対抗面との間に、
媒体で満たされた比較的大きいスペースが存在している。この運動は、まず絞り流によっ
て減衰され、ストッパ面と対抗面とが互いに当接し合うと、直ちにストッパ面は変形せし
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められるので、ストッパ面は対抗面に対して平行に整列する。それによって、磁石可動子
の運動を減衰するための圧着ギャップが発生する。つまり、減衰作用は、ストッパ面と対
抗面との間の間隔が縮小するにつれて増大する。
【００１０】
　特に、前記角度は、ストッパ面と対抗面とが接触しない状態で、最大で８９．９９°、
好適には最大で８９．８５°である。前述のように、この角度はストッパ面全体に亘って
存在しなくてもよい。
【００１１】
　さらに、好適には、対抗面とストッパ面とがぶつかることによって、前記角度は、少な
くとも０．０１°、好適には少なくとも０．１５°だけ弾性的に変形せしめられる。特に
好適な構成によれば、前記ストッパ面は、ストッパ面と対抗面とが互いに平行に整列され
るまで、変形される。
【００１２】
　さらに好適には、ストッパ面が、内側区分と外側区分とに分割されている。この場合、
内側区分は、外側区分よりも、長手方向軸線により近い位置にある。特に好適には、スト
ッパ面は、ニードル弁を取り囲む環状面である。この場合、内側区分は内側の環状面であ
る。外側区分は、内側区分の外側に位置する別の環状面である。前記角度は、ストッパ面
と対抗面とが接触しない状態で、内側区分におけるよりも外側区分において、より大きい
。このために、好適には、ストッパ面は、長手方向軸線からの距離が大きいほど、対抗面
に向かってより大きく傾斜している。
【００１３】
　特に好適には、内側区分は、ストッパ面と対抗面とが接触しない状態で、対抗面に対し
て平行に構成されている。選択的に、内側区分が対抗面に対して傾斜されているか、また
は凹状に構成されていてもよい。
【００１４】
　ストッパ部材において、対抗面とは反対側が外側面と称呼される。この外側面は、スト
ッパ面を変形させるために十分な弾性が与えられるように、相応に成形されているべきで
ある。従って、外側面は、好適には対抗部材に向かって傾斜されているか、または少なく
とも部分的に凹状に構成されている。選択的に、外側面はストッパ面に対して部分的に平
行であってもよい。この場合、ストッパ部材ができるだけ薄く構成されていて、それによ
ってストッパ面が弾性的に変形できることが、重要である。
【００１５】
　ストッパ部材およびひいてはストッパ面の弾性的な変形可能性を保証するために、好適
にはストッパ部材に複数の溝が設けられている。特に好適には、これらの溝は、長手方向
軸線を完全に取り囲んで環状に形成されている。
【００１６】
　第１のストッパは、好適な形式で、ニードル弁に設けられた段部またはリングによって
形成されている。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】すべての実施例のための本発明による噴射弁を示す図である。
【図２】本発明の第１実施例による噴射弁の詳細を示す図である。
【図３】本発明の第１実施例による噴射弁の別の詳細を示す図である。
【図４】本発明の第１実施例による噴射弁の動作進行を示す図である。
【図５】本発明の第１実施例による噴射弁の動作進行を示す図である。
【図６】本発明の第１実施例による噴射弁の動作進行を示す図である。
【図７】本発明の第１実施例による噴射弁の動作進行を示す図である。
【図８】本発明の第２実施例による噴射弁を示す図である。
【図９】本発明の第３実施例による噴射弁を示す図である。
【図１０】本発明の第４実施例による噴射弁を示す図である。
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【図１１】本発明の第５実施例による噴射弁を示す図である。
【図１２】本発明の第６実施例による噴射弁を示す図である。
【図１３】本発明の第７実施例による噴射弁を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下に、本発明の実施例を添付の図面を参照して詳しく説明する。
【００１９】
　以下に図１～図７を用いて、噴射弁１の第１実施例を説明する。同じ若しくは機能的に
同じ構成部分には、すべての実施例において同じ符号が付けられている。
【００２０】
　図１は、すべての実施例のための噴射弁１の一般的な構成を示す。噴射弁１は、出口側
３に噴射口４を備えたハウジング２を有している。ハウジング２は、電磁コイル５を支持
している。ハウジング２内に、ボール７を備えたニードル弁６が長手方向軸線１５に沿っ
て配置されている。ボール７は、ハウジング２と共に、噴射口４を開閉するための弁座を
形成している。
【００２１】
　さらに、ハウジング２内に磁石可動子８が設けられていて、この磁石可動子８はばね受
け９に結合されている。磁石可動子８の、出口とは反対側で、リング１０がニードル弁６
に堅固に配置されている。リング１０は、磁石可動子８のための第１のストッパを形成す
る。磁石可動子８の、出口に面した側に、ストッパ部材１２が配置されている。このスト
ッパ部材１２は、磁石可動子８と共に第２のストッパを形成する。
【００２２】
　ニードル弁６も磁石可動子８も、長手方向軸線１５に沿って直線的に可動である。この
場合、磁石可動子８の運動は、第１および第２のストッパによって制限されている。
【００２３】
　磁石可動子８内に、噴射しようとする媒体のための複数の通路１６が設けられている。
追加的にまたは選択的に、ニードル弁６は中空に構成されていてもよい。
【００２４】
　第１のばね１１によって、ニードル弁６は出口側３に向かって付勢されている。第２の
ばね１３は、ばね受け９とストッパ部材１２との間で、磁石可動子８をやはり出口側３に
向かって付勢する。
【００２５】
　電磁コイル５に給電することによって磁石可動子８は移動せしめられる。磁石可動子８
は、第１および第２のストッパを介してニードル弁６を連動する。２つのストッパ間の間
隔は、可動子フリーストローク１４を規定する。
【００２６】
　図２は、第１実施例による噴射弁１の詳細を示す。図２には、ストッパ部材１２がスリ
ーブ２０と一体的に構成されていることが示されている。スリーブ２０はニードル弁６に
被せ嵌められ、ニードル弁６に堅固に結合されている。磁石可動子８は同時にいわゆる対
抗部材１８として構成されている。
【００２７】
　対抗部材１８に面した、ストッパ部材１２の面はストッパ面１７と称呼される。対抗部
材１８に、ストッパ面１７に向き合う対抗面１９が配置されている。ストッパ部材１２の
、対抗部材１８とは反対側は、外側面２１と称呼される。記載された角度αは、ストッパ
面１７と長手方向軸線１５との間に規定されている。この場合、角度αは、対抗部材１８
に面した、ストッパ面１７の側において測定される。
【００２８】
　ストッパ部材１２およびひいてはストッパ面１７も、弾性的に変形可能である。対抗部
材１８つまり磁石可動子８がストッパ部材１２に当接すると、ストッパ部材１２は弾性的
に変形し、それによって角度αが拡大する。
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【００２９】
　図３は、スリーブ２０およびストッパ部材１２の詳細を示す。スリーブ２０とストッパ
部材１２とは、長手方向軸線１５に対して同軸的な貫通孔２８を有している。この貫通孔
２８内にニードル弁６が差し込まれる。
【００３０】
　第１の高さ２５は、長手方向軸線１５に対して平行に貫通孔２８の上端部からストッパ
面１７の外側端部まで延びている。ストッパ面１７の外側端部は尖端２７と称呼される。
第２の高さ２６は、長手方向軸線１５に対して平行なストッパ部材１２の寸法を示す。図
示の実施例では、ストッパ面１７の弾性は、２つの高さ２５，２６が０より大きいことに
よって得られる。
【００３１】
　図４～図７は、噴射弁の開閉時における動作進行を示す。図４は、電磁コイル５に給電
されておらず、磁石可動子８がストッパ部材１２上に軽く載っているだけの非作動状態を
示す。従って、ストッパ面１７は変形されておらず、ストッパ面１７は９０°より小さい
角度αで対抗面１９に向かって傾斜されている。
【００３２】
　以下の図面に、噴射しようとする媒体の絞り流が符号２９で示されている。ストッパ部
材１２の破線は、弾性的な変形を示す。
【００３３】
　図５では、電磁コイル５において励磁された磁界によって、磁石可動子８が内極に向か
って、図面では上方に引き寄せられる。この場合、ニードル弁６は、磁石可動子８が可動
子フリーストローク１４を克服して、リング１０（第１のストッパ）を介してニードル弁
６を連動するまで、弁座内に留まっている。磁石可動子８とニードル弁６との間の相対運
動が行われている限り、磁石可動子８とニードル弁６との間、つまりストッパ面１７と対
抗面１８との間に絞り流２９が形成される。ストッパ面１７と対抗面１９との間の絞り流
２９は、間隔が大きくなるにつれて低下するので、噴射弁は迅速に開放する。図６では、
電磁コイル５への電流が遮断されていて、磁界が消滅している。ニードル弁６は座部内に
位置していて、磁石可動子８は、リング１０における第１のストッパからストッパ部材１
２における第２のストッパに向かって、その運動を継続する。磁石可動子８とニードル弁
６との間の相対運動によって、ストッパ面１７と対抗面１９との間に再び絞り流２９が形
成される。絞り流２９は、間隔が小さくなるにつれて増大するので、磁石可動子８の運動
は次第に減衰される。磁石可動子８がストッパ部材１２にぶつかると、つまり対抗面１９
がストッパ面１７にぶつかると、衝撃によってストッパ部材１２は弾性的に変形し、スト
ッパ面１７と対抗面１９との間に存在する減衰体積は圧着ギャップとなる。この状態は図
７に示されている。これによって磁石可動子８の運動は制動される。ストッパ部材１２の
弾性変形によって、ストッパ面１７は対抗面１９に対して面平行に整列され、それによっ
て、圧着ギャップによる、磁石可動子運動の減衰は最大化される。
【００３４】
　図８は、第２実施例による噴射弁１の詳細を示す。第２実施例では、ストッパ面１７が
内側区分２３と外側区分２４とに分割されている。この場合、内側区分２３は、対抗面１
９と接触しない状態でも、長手方向軸線１５に対して垂直に配置され、ひいては対抗面１
９に対して平行にも配置されている。外側区分２４で、ストッパ面１７は、対抗面１９に
向かって角度αの傾斜を有している。
【００３５】
　外側面２１は、対抗面１９に対して部分的に平行、かつ部分的に対抗面１９に向かって
傾斜して構成されている。特に、外側面２１は、概ね外側区分２４の領域内において対抗
面に向かって傾いているので、この個所において、ストッパ部材１２の十分な弾性が与え
られている。
【００３６】
　図９は、第３実施例による噴射弁１の詳細を示す。第３実施例において、ストッパ面１
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７は、内側区分２３も外側区分２４も、対抗面１９に向かって傾斜されている。しかしな
がら、外側区分２４の傾斜がより強いので、この個所においてストッパ部材１２の、より
大きい変形が発生する。
【００３７】
　図１０は、第４実施例による噴射弁１の詳細を示す。第４実施例では、第３実施例と同
じくストッパ面１７は、内側区分２３も外側区分２４も対抗面１９に向かって傾斜されて
いる。この場合、外側面２１は、スリーブ２０から対抗面１９に向かって同じ大きさの角
度で傾斜されている。これによって、特に外側領域内に非常に幅の狭いストッパ部材１２
が形成され、このストッパ部材１２は相応に弾性的に変形可能である。
【００３８】
　図１１は第５実施例による噴射弁１の詳細を示す。第５実施例では、ストッパ面１７は
、内側区分２３に亘って対抗面１９に対して平行に配置されている。外側区分２４に亘っ
てストッパ面１７は凹状に形成されている。ストッパ部材１２の外側面２１も凹状に形成
されている。これによって、様々な傾斜間の丸味を付けられた移行部を有する比較的幅の
狭いストッパ部材１２が形成されるので、確実に機能する弾性が保証される。この場合、
角度αは、外側区分２４におけるストッパ面１７の凹状の構成部における接線と長手方向
軸線１５とによって規定されている。
【００３９】
　図１２は、第６実施例による噴射弁１の詳細を示す。第６実施例では、ストッパ部材１
２の外側面２１内に溝が配置されている。この溝２２は、特に長手方向軸線１５の周りに
環状に形成されている。この溝２２によって、ストッパ部材１２は相応に弱められており
、従って所望の弾性が与えられている。
【００４０】
　図１３には、第７実施例による噴射弁１の一部が示されている。第７実施例において、
やはりストッパ部材１２の弾性を調節するための溝２２が図示されている。第７実施例で
は、溝２２は、長手方向軸線１５に対して平行なストッパ部材１２の面に配置されている
。これによって、溝２２は尖端２７およびストッパ面１７の非常に近くに達しているので
、この実施例では、全ストッパ部材１２ではなく、上側の区分だけが変形される。
【００４１】
　様々な実施例によって、ストッパ部材１２の可能な幾何学形状が示されている。これら
の実施例において、ストッパ面１７は通常は楔形に形成されている。何故ならば、楔形状
は、寸法定めおよび製造が簡単だからである。勿論、図示の実施例の組み合わせも可能で
ある。従って、相応の形状深さおよび数の、図１２および図１３に示した溝２２を、別の
実施例に使用してもよい。さらに、図９，１０および１１に示した外側面２１を、すべて
の実施例に適合させることも可能である。異なる実施例のストッパ面１７の、様々な角度
と、凹状の構成とを互いに組み合わせることができる。さらに、十分な弾性が保証されて
いる限りは、ストッパ部材１２のすべての別の凹状および凸状の形状が可能である。溝２
２のための別の横断面形状は、例えば三角形または楕円形である。剛性を相応に適合させ
るために、各ストッパ部材１２にそれぞれ１つ以上の溝２２を設けてもよい。この実施例
は、回転対称的であるが中空ではないニードル弁６を示す。同じように良好に、本発明は
、中空および／または非回転対称的なニードル弁６に使用することができる。ストッパ面
１７または対抗面１９も、回転対称的に構成される必要はない。
【００４２】
　図示したすべての実施例は、ストッパ面１７およびストッパ部材１２がニードル弁６と
堅固に結合された実施例を示す。それに応じて、磁石可動子８はこれらの実施例において
対抗面１９を備えた対抗部材１８として規定されている。同じように良好に、弾性的なス
トッパ部材１２が磁石可動子８に堅固に結合された構成も可能である。その場合は、対抗
部材１８はニードル弁６に堅固に結合される。対抗面１９は、本発明の最も簡単な構成で
は、平らで硬い面である。同じように良好に、このような対抗面１９は所定の傾斜および
弾性を有していてもよい。
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【符号の説明】
【００４３】
　１　噴射弁
　２　ハウジング
　３　出口側
　４　噴射口
　５　電磁コイル
　６　ニードル弁
　７　ボール
　８　磁石可動子
　９　ばね受け
　１０　リング、第１のストッパ
　１１　第１のばね
　１２　ストッパ部材、第２のストッパ
　１３　第２のばね
　１４　可動子フリーストローク
　１５　長手方向軸線
　１６　通路
　１７　ストッパ面
　１８　対抗部材
　１９　対抗面
　２０　スリーブ
　２１　外側面
　２２　溝
　２３　内側区分
　２４　外側区分
　２５　第１の高さ
　２６　第２の高さ
　２７　尖端
　２８　貫通孔
　２９　絞り流
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